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議案第１６号 

君津市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例についての専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり

専決処分をしたので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

  平成３０年６月１日提出 

                   君津市長 鈴 木 洋 

提案理由 

 介護保険法施行規則等の一部を改正する等の省令（平成３０年厚生労働省令第３０号）

の公布に伴い、君津市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例（平成２５年君津市条例第７号）の一部を改正する必要が生じ、特に緊急を

要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認め、同条例の一部を

改正する条例を平成３０年３月３０日専決処分したので報告し、承認を求めようとするも

のである。 
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○写

専 決 処 分 書

君津市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例について、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がない

ことが明らかであると認め、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の

規定により、下記のとおり専決処分する。 

  平成３０年３月３０日 

                           君津市長 鈴 木 洋 

記 

専決第３号 

 君津市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 
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君津市条例第１９号

   君津市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

君津市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２５年君津市条例第７号）の一部を次のように改正する。

 第５条第２項第１号中「定める者」の次に「（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令

第３６号。次条第２項及び第１５条において「省令」という。）第２２条の２３第１項に規

定する介護職員初任者研修課程を修了した者に限る。）」を加える。

 第６条第２項中「定める者」の次に「（省令第２２条の２３第１項に規定する介護職員初

任者研修課程を修了した者に限る。）」を加える。

 第１５条中「介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）」を「省令」に改める。

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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君津市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

改正案 現 行 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本方針等） （指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本方針等） 

第５条 省略 第５条 省略 

２ 前項に規定する援助等を行うため、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護においては、次に掲げるサービスを提供するものとする。 

２ 前項に規定する援助等を行うため、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護においては、次に掲げるサービスを提供するものとする。 

(1) 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供

に当たる介護福祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める

者（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。次条第

２項及び第１５条において「省令」という。）第２２条の２３第

１項に規定する介護職員初任者研修課程を修了した者に限る。）

をいう。次号及び第３号において同じ。）が、定期的に利用者の

居宅を巡回して行う日常生活上の世話 

(1) 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供

に当たる介護福祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める

者                            

をいう。次号及び第３号において同じ。）が、定期的に利用者の

居宅を巡回して行う日常生活上の世話 

(2) ～(4) 省略 (2) ～(4) 省略 

（指定夜間対応型訪問介護の基本方針等） （指定夜間対応型訪問介護の基本方針等） 

第６条 省略 第６条 省略 

２ 前項に規定する援助を行うため、指定夜間対応型訪問介護におい

ては、定期的に利用者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪問介護（次

項において「定期巡回サービス」という。）、あらかじめ利用者の

心身の状況、その置かれている環境等を把握した上で、随時、利用

者からの通報を受け、通報内容等を基に訪問介護員等（指定夜間対

応型訪問介護の提供に当たる介護福祉士又は法第８条第２項に規定

する政令で定める者（省令第２２条の２３第１項に規定する介護職

員初任者研修課程を修了した者に限る。）をいう。次項において同

じ。）の訪問の要否等を判断するサービス（以下この項及び次項に

おいて「オペレーションセンターサービス」という。）及びオペレ

２ 前項に規定する援助を行うため、指定夜間対応型訪問介護におい

ては、定期的に利用者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪問介護（次

項において「定期巡回サービス」という。）、あらかじめ利用者の

心身の状況、その置かれている環境等を把握した上で、随時、利用

者からの通報を受け、通報内容等を基に訪問介護員等（指定夜間対

応型訪問介護の提供に当たる介護福祉士又は法第８条第２項に規定

する政令で定める者                     

                   をいう。次項において同

じ。）の訪問の要否等を判断するサービス（以下この項及び次項に

おいて「オペレーションセンターサービス」という。）及びオペレ
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ーションセンター（オペレーションセンターサービスを行うための

従業者を置いている事務所をいう。次項において同じ。）等からの

随時の連絡に対応して行う夜間対応型訪問介護を提供するものとす

る。 

ーションセンター（オペレーションセンターサービスを行うための

従業者を置いている事務所をいう。次項において同じ。）等からの

随時の連絡に対応して行う夜間対応型訪問介護を提供するものとす

る。 

３ 省略 ３ 省略 

（指定複合型サービスの基本方針） （指定複合型サービスの基本方針） 

第１５条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（省令

                      第１７条の１２に

規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。）の事業は、指定居

宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例第６４条に規定する指定居宅サービスに該当する訪問看護の基

本方針及び第１０条に規定する指定小規模多機能型居宅介護の基本

方針を踏まえて行うものでなければならない。 

第１５条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（介護

保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１７条の１２に

規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。）の事業は、指定居

宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例第６４条に規定する指定居宅サービスに該当する訪問看護の基

本方針及び第１０条に規定する指定小規模多機能型居宅介護の基本

方針を踏まえて行うものでなければならない。 


